
持ち帰り促進に向けた取組の事例

～食べきれなかった食品の
「持ち帰り」モデル事業について～

秋田県生活環境部温暖化対策課



実施背景

出典：食品ロスに関する県民意識調査（R3秋田県）

•飲食店での食べ残しの持ち帰り実施率は約1割と少ない

①事業系食品ロスの約4割が外食産業から発生

•推進施策「食品関連事業者等の取組に対する支援」

「消費者が食べ残しの持ち帰りができる環境を整えていきます。」

②県食品ロス削減推進計画（令和4年3月策定）



実施方法

協力店募集

•資材提供

•働きかけ依頼

広報の実施

•県広報紙

•動画配信

•地元新聞

•県公式SNS

など

アンケート調査

の実施

•削減効果や支

障要因の検証

•全県的な普及
と定着につな

げる



募集方法

募集チラシ（おもて） 募集チラシ（うら）



資材等
容器

紙袋（おもて）

容器貼付シール（拡大）

紙袋

紙袋（うら）

割り箸（箸袋のみ）

三角ポップ

ポスター



協力店の業態・市町村（100店舗）
市町村別（県内25市町村:13市9町3村）業態



令和6年度の普及啓発等の状況
県広報紙での特集

地元紙での広告

県公式SNSでの情報発信 ディスプレイ広告での情報発信

普及啓発動画の配信



令和6年度店舗アンケート結果

以前からの持ち帰りの取組

■事業により件数に変化はあったか

モデル事業の効果

1店舗当たり約680グラム減少(4か月)

■お客さんの反応

4,496件

事業実績

■以前から持ち帰りをしていたか 

■食品ロス発生量の変化



■店舗独自で工夫した取組

・積極的なコミュニケーション
・目立つ場所への啓発物の掲示
・食べきれる量での注文の依頼
・食品衛生に係る声がけ

■今後も店舗で持ち帰りを行いたいか

■店舗側の意識や行動の変化

［アンケート結果の考察］
・参加店舗が100で、実績も4,496件と令和5年度より大幅に増加し
たことから、県内で持ち帰りについて一定の普及啓発ができた
と考えられる

・以前から持ち帰りを実施している店舗が多かったものの、準備
した資材により、今まで以上に食品衛生に配慮した取組とする
ことができたと考えられる

・今後も持ち帰りを行いたいとする店舗が95%と回答があり、モ
デル事業としての成果と考えられる

・モデル事業に参加したことで食品ロス削減を意識づけることが
できたと考えられる

令和6年度店舗アンケート結果
店舗から見たモデル事業

■変化の具体的な内容

・お客さんとのコミュニケーションの充実
・食べ残しが出ないようなメニューの考案
・従業員の食品ロス削減に係る意識の向上
・従業員の食品衛生に係る意識の向上

■お客さんに説明する際の注意点

・食品衛生（再加熱、早めの喫食など）
・生ものの持ち帰り禁止
・自己責任の範疇での持ち帰り



取組結果

協力店舗数

R5:41店舗 ⇒ R6:100店舗   

モデル事業参加により件数増加

R5:19% ⇒ R6:32%

食品ロス発生量が減少した店舗

R5:11% ⇒ R6:23%

店舗側の意識・行動の変化あり

R5:31% ⇒ R6:55%

事業実績

持ち帰り件数の変化

持ち帰り件数

R5:787件  ⇒ R6:4,496件

2.4倍に増加！

5.7倍に増加！

モデル事業の効果

お客さんの反応（好評・概ね好評）

R5:65% ⇒ R6:85%

１店舗当たりの食品ロス発生量

R5:490グラム減 ⇒ R6:680グラム減

1.4倍に！

店舗から見たモデル事業

今後も店舗で持ち帰りを行いたい

R5:89% ⇒ R6:95%



モデル事業の総括と今後に向けて

令和5年度に比べ、容器の改善や広報の強化・メディアの自発的な取組等の多面的な効果に

より、全県的な広がりと県民の持ち帰りに係る気運の醸成が見られた。

①持ち帰りについては、肯定的な受け止めがなされており、事業を通じて食品ロス削減への

 意識を高める効果が見られた

②客側・店側とも今後も持ち帰りをしたい・継続したいとする回答が多く、「食べ残し持ち

 帰り促進ガイドライン」が策定されたことで、客側・店側双方が持ち帰りに取り組みやす

 い環境が整ったことから、今後も広報等を通じ、取組を定着させていく



モデル事業の総括と今後に向けて

令和5年度に比べ、容器の改善や広報の強化・メディアの自発的な取組等の多面的な効果に

より、全県的な広がりと県民の持ち帰りに係る気運の醸成が見られた。

③店側は食品衛生面に注意しており、客側も加熱された食品を持ち帰っているが、持ち帰る

 ことのできる食品について、店と客とのコミュニケーションが重要

④課題が残る部分については、消費者庁及び厚生労働省が策定した「食べ残し持ち帰り促進

 ガイドライン」を事業者及び消費者へ周知していくことにより、法律面・衛生面 に配慮し

 た持ち帰りを促進したい
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